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沖縄県障害者社会活動推進事業補助金交付規程 

平成22年３月31日 

告示第224号 

  

改正 平成25年３月22日告示第204号 平成26年２月25日告示第100号  

   平成28年３月18日告示第168号 令和３年３月26日告示第177号  

沖縄県障害者社会活動推進事業補助金交付規程を次のように定める。 

沖縄県障害者社会活動推進事業補助金交付規程 

（趣旨） 

第１条 この告示は、障害者（身体障害、知的障害又は精神障害があるため、継続的に日常生活又は

社会生活に相当な制限を受ける者をいう。以下同じ。）の社会における活動の充実と発展を図るた

め、障害者の社会活動又は地域活動を推進する事業を行う法人その他団体に対し、障害者の福祉的

需要に即した公益性、専門性及び広域性を有する社会活動又は地域活動の推進を図る事業に要する

経費について予算の範囲内で交付する沖縄県障害者社会活動推進事業補助金（以下「社会活動推進

補助金」という。）に関し、沖縄県補助金等の交付に関する規則（昭和47年沖縄県規則第102号。以

下「補助金規則」という。）に定めるもののほか、社会活動推進補助金の交付要件、交付手続その

他交付に関し必要な事項を定めるものとする。 

（補助対象事業） 

第２条 社会活動推進補助金は、次に掲げる事業で、障害者の社会活動又は地域活動の推進に寄与す

ると知事が認めるもの（以下「補助事業」という。）について補助する。この場合において、一の

法人その他団体が次に掲げる事業のうち複数の事業を実施するときにあっては、法人その他団体が

実施するこれらの事業を一の補助事業と取り扱う。 

(１) 相談援助又はピア・カウンセリング（障害者が、その体験に基づき、他の障害者からの相談

に応じ、相談に係る問題の解決を図り、又は助言を行うことをいう。）に関する事業及びこれに

係る普及啓発事業 

(２) 交流事業及びこれに係る普及啓発事業 

(３) 障害者の社会活動又は地域活動を促進するための指導者の研修事業及びこれに係る普及啓発

事業 

(４) スポーツ、レクリエーション又は文化振興の事業及びこれに係る普及啓発事業 

(５) 研修会、講演会等の事業及びこれに係る普及啓発事業 

(６) その他知事が特に必要と認める事業及びこれに係る普及啓発事業 

２ 前項各号に掲げる事業が障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17

年法律第123号）その他障害者の福祉等に関する法律の規定により国又は地方公共団体から補助その

他の支援措置が講じられ、又はこれらの支援措置を受けることができる場合は、同項の規定にかか

わらず、当該事業について社会活動推進補助金を交付しない。 

３ 補助事業は、身体障害、知的障害又は精神障害の別にかかわらず、広く県民が障害及び障害があ

る者についての関心と理解が深まるよう行うものでなければならない。 

４ 知事は、法人その他団体が第１項各号に掲げる事業を毎年度継続して実施する場合においては、

当該事業の実施初年度を含め、３年度を限度として補助することができる。この場合において、知

事が特別の理由があると認めるときは、３年度を超えて補助することができる。 

（補助事業の対象経費） 

第３条 社会活動推進補助金の交付の対象となる経費は、補助事業の実施に要する経費のうち、次に

掲げるものとする。 

(１) 報酬 

(２) 賃金 

(３) 報償費 

(４) 旅費 

(５) 需用費（消耗品費及び印刷製本費に限る。） 

(６) 役務費（通信運搬費に限る。） 



(７) 委託料 

(８) 使用料及び賃借料 

(９) 前各号に掲げる経費のほか、補助事業の実施に関し知事が特に必要であると認めたもの 

２ 前項の規定にかかわらず、同項各号に掲げる経費のうち専ら補助事業を行う団体の役員又は職員

に係る経費である部分については、社会活動推進補助金の交付の対象としない。 

（社会活動推進補助金の交付申請及びこれに係る補正義務等） 

第４条 社会活動推進補助金の交付を受けようとする法人その他団体は、交付を受けようとする年度

の５月31日までに、次に掲げる書類を知事に提出しなければならない。この場合において、一の法

人その他団体が第２条第１項各号に掲げる事業で複数の事業を実施しようとするときは、第２号及

び第６号に掲げる書類を当該事業ごとに区分しなければならない。 

(１) 沖縄県障害者社会活動推進事業補助金交付申請書（第１号様式。以下「交付申請書」という。） 

(２) 沖縄県障害者社会活動推進事業の概要説明書（第１号様式の２） 

(３) 沖縄県障害者社会活動推進事業の事業計画書（第１号様式の３） 

(４) 収支予算書 

(５) 障害者団体活動記録台帳（第１号様式の４） 

(６) 法人格を有しない団体にあっては、団体の規約の写し及び団体を代表する者を確認できる書

類並びに団体の目的及び実施事業の概要に関する書類 

(７) 社会活動推進補助金の交付を受けようと申請している事業と同一又は類似の事業に係る過去

１年における実績を示す書類であって、当該事業を実施したことにより障害者の社会活動又は地

域活動が推進され、又は促進されていることを示すもの（当該事業を新たに実施しようとする場

合で、過去１年における実績がないときにあっては、当該事業を実施することにより障害者の社

会活動又は地域活動が推進され、又は促進されることを示す書類） 

２ 知事は、特に必要があると認めるときは、前項に規定する交付申請書の提出期限を変更すること

ができる。 

３ 知事は、第１項の規定による交付申請書及び関係書類の提出があった場合において、当該交付申

請書及び関係書類の記載事項に形式上の不備があると認めるときは、当該交付申請書を提出した法

人その他団体に対し、２週間以内の期限を定めて書面により補正を命じることができる。 

４ 前項の規定により知事から補正を命じられた法人その他団体が知事が定めた期間内に補正をした

交付申請書その他の書類を提出しないときは、知事は当該申請が取り下げられたものとみなすこと

ができる。 

（社会活動推進補助金の交付決定） 

第５条 知事は、前条第１項の規定により交付申請書及び関係書類の提出があったときは、次に掲げ

る事項について審査し、当該年度の８月31日までに社会活動推進補助金の交付又は不交付を決定す

るものとする。 

(１) 交付申請書に係る事業の内容及びその事業により障害者の社会活動及び地域活動の推進に関

し期待される効果 

(２) 交付申請書に係る事業の公益性、専門性及び広域性 

(３) 交付申請書を提出する法人その他団体のこれまでの障害者の社会活動を推進するために実施

した事業の実績及びその効果並びに社会活動推進補助金の交付に関し必要な事項 

２ 知事は、前項の規定により社会活動推進補助金の交付を決定し、又は交付しないことを決定した

ときは、その旨を交付申請書を提出した法人その他団体に通知するものとする。 

３ 知事は、第１項の規定による社会活動推進補助金の交付又は不交付を決定するために必要がある

と認めるときは、交付申請書を提出した法人その他団体から交付申請書に係る事業の実施に関し必

要な書類の提出を求め、当該事業の実施方法を実地について調査することができる。この場合にお

いて、知事は、特に必要があると認めるときは、第１項に規定する社会活動推進補助金の交付又は

不交付を決定する期限を延期することができる。 

（社会活動推進補助金の額及びその特例） 

第６条 社会活動推進補助金の額は、社会活動推進補助金を交付しようとする年度の４月１日に次の

算式により求められる額の範囲内で知事が定める。 

 



２ 前項の規定による算式で定める額に1,000円未満の端数が生じるときは、その端数を切り捨てるも

のとする。 

３ 知事は、第１項の規定によりあらかじめ定めた補助事業の数が第４条第１項の規定により交付申

請書を提出した法人その他団体の数を下回ることとなった場合には、前２項の規定により定めた社

会活動推進補助金の額について、交付申請書を提出した法人その他団体の数に基づき前２項の規定

を適用して得られる額に変更することができる。 

（申請の取下げ） 

第７条 第５条第２項の規定による社会活動推進補助金の交付決定の通知を受けた法人その他団体

（以下「補助事業者」という。）は、社会活動推進補助金の交付申請を取り下げようとするときは、

補助金規則第７条第１項の規定により社会活動推進補助金の交付決定の通知を受けた日から起算し

て10日以内に、社会活動推進補助金の交付申請を取り下げる旨及びその取り下げる事由その他必要

な事項を記載した書面を知事に提出し、社会活動推進補助金の申請を取り下げることができる。 

（計画変更の承認） 

第８条 補助事業者は、次に掲げる場合には、沖縄県障害者社会活動推進事業計画等変更承認申請書

（第２号様式）を知事に提出し、あらかじめ知事の承認を受けなければならない。 

(１) 補助事業の経費の配分の変更（経費の配分を変更する額が変更する経費のいずれか低い方の

額の20パーセント以内のものである変更を除く。）をしようとするとき。 

(２) 補助事業の内容又は実施方法を変更しようとするとき。 

(３) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

（補助事業の実績報告） 

第９条 補助事業者は、補助事業を完了し、中止し又は廃止したときは、その日から起算して30日を

経過する日又は社会活動推進補助金の交付があった年度の翌年度の４月10日のいずれか早い日まで

に、沖縄県障害者社会活動推進事業補助金実績報告書（第３号様式）を知事に提出しなければなら

ない。 

２ 前項の規定により知事に提出する沖縄県障害者社会活動推進事業補助金実績報告書には、補助事

業に係る収支に関する状況を明らかにする領収書その他の書類の写しを添付しなければならない。

ただし、当該書類を知事に提示し、知事が当該書類の写しを提出する必要がないと認めるときはこ

の限りでない。 

（社会活動推進補助金の交付時期等） 

第10条 知事は、前条の規定による補助事業の実績報告に基づき交付する社会活動推進補助金の額が

確定したときは、その旨を補助事業者に通知するものとする。 

２ 補助事業者は、前項の規定による知事の通知を受けたときは、社会活動推進事業補助金請求書（第

４号様式）により社会活動推進補助金を請求するものとする。 

（社会活動推進補助金の概算払） 

第11条 知事は、補助事業者が沖縄県障害者社会活動推進事業補助金概算払請求書（第５号様式）を

提出した場合で、補助事業の実施に関し特に必要があると認めるときは、前条の規定にかかわらず、

社会活動推進補助金を概算払することができるものとする。 

２ 知事は、前項の規定により社会活動推進補助金を概算払する場合は、地方自治法施行令（昭和22

年政令第16号）第162条第３号の規定により、社会活動推進補助金の交付決定額の９割に相当する額

の範囲内で概算払を行うものとする。 

（補助事業に係る帳簿等の整備及び保存） 

第12条 補助事業者は、補助事業の実施状況及び補助事業に係る経費の収支に関する状況を明らかに

するために必要な帳簿及び証拠書類を備え、補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間こ

れらの書類を保存しなければならない。 

（調査等） 

第13条 知事は、必要と認めるときは、補助事業者に対して補助事業に関し報告させ、又は関係職員

をして帳簿、書類その他補助事業に関係する物件を調査させ、若しくは関係者に質問させることが

できる。 

（社会活動推進補助金の交付決定の取消し等） 

第14条 知事は、補助事業者が次のいずれかに該当するときは、社会活動推進補助金の交付を取り消



し、又は既に交付した社会活動推進補助金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。 

(１) 交付申請書又は関係書類に虚偽の記載をしたとき。 

(２) 社会活動推進補助金を交付の目的以外の用途に使用したとき。 

(３) 社会活動推進補助金の交付条件に違反したとき。 

(４) 社会活動推進補助金の交付を受けた後に補助事業を中止し、又は廃止したとき。 

(５) 前各号に定めるもののほか、補助金規則及びこの告示に定める事項に違反したとき。 

（委任） 

第15条 この告示に定めるもののほか、社会活動推進補助金に関し必要な事項は、子ども生活福祉部

長が定める。 

附 則 

この告示は、平成22年４月１日から施行する。 

附 則（平成25年３月22日告示第204号） 

この告示は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成26年２月25日告示第100号） 

この告示は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成28年３月18日告示第168号） 

この告示は、平成28年４月１日から施行し、改正後の沖縄県障害者社会活動推進事業補助金交付規

程の規定は、平成28年度の予算から適用する。 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

  附 則（令和３年３月26日告示第177号） 

第１号様式 

（第４条関係） 

第１号様式の２ 

（第４条関係） 

第１号様式の３ 

（第４条関係） 

第１号様式の４ 

（第４条関係） 

第２号様式 

（第８条関係） 

第３号様式 

（第９条関係） 

第４号様式 

（第10条関係） 

第５号様式 

（第11条関係） 


